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1．年金負担と雇用延長の選択
(1)年金財政の展望
現代日本の社会変化を示すいくつかの重要な指標がある。女性一人が生
涯で出産する子供の数，つまり合計特殊出生率もその一つだろう。1970年
代半ばまでは，なんとか２人台を維持していたのが，それ以後，２人を割
り，ついに89年には1.57人にまで減少してしまった。男女２人を基準に考
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えれば，少なくても２人は出産しなければ，その限りで人口数は単純再生
産されないはずである。それがなんと１．５人台という西欧が経験した最低
の水準近くにまで低落してしまったのである。
政府筋やジャーナリズムなどが色めき立ったのはいうまでもない。予測
される長寿化がこのままにつづけば，人口構成の高齢化を一層加速するこ
とになるからである。いまの０歳児はあと20年ぐらい経てばその過半が労
働市場に登場し，就業することになる。しかも，これからの20年後には，
特別の意味がある。第２次大戦の47～49年頃に生まれた団塊の世代が，い
ま40歳代に入ってきているが，２０年後の２０１０年には60歳代に到達する。
つまり，老齢年金を受給する年齢に達するわけである。
そうなった時，年金財政は果して維持できるのだろうか。若い就業者が
かつての半分以下にも減少し，その反面で，年金受給者が現在の３倍ほど
にも増加する状況で，現在の年金給付水準を維持できるのだろうか。維持
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堀勝洋（三浦文夫編）９０，による。改定案
での支給開始年齢の引上げは，男子：1998～
2010年度（61歳→65歳)，女子：2003～2015年
度（61歳→65歳)。
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するとすれば，保険料率をどれだけ上昇させねばならぬのだろうか。
実は1990年に入ってすぐの国会には,図１，２のような年金改革案が上程
されるはずであった。それによれば，現在の年金給付水準をほぼ維持し，
60歳から支給開始のままとすると，われわれの標準報酬に対する厚生年金
の保険料率を，問題の2010年代には30％近くに上昇させ，さらに2020年代
には30％以上にも上昇させねばならぬことになっていた。
この30％という年金保険料率は，労使折半で負担するとしても，年金先
進国である西欧などでもかつて経験したことがない高水準であり，しかも
医療保険や社会福祉などの負担の著増も十分に考慮に入れねばならぬ状況
にある。
果して国民の合意は成り立つのだろうか。
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図１と同じ。保険料の引上げ幅は，毎年400円。
図２国民年金保険料の見通し
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ただし，個人所得に対する税，保険料および貯蓄の合計の比率は，北欧
などともそう大差がないことは早くから知られている（例えば拙著,第４章，
77)。マクロ・レベルでいえば，他国に比して高率の個人貯蓄を保険料な
どの上昇に回せばよいだけのことである。しかし，その貯蓄は個人別に大
きく分散しており，それが近年ますます拡大してきている。ない袖は振れ
ぬ人々が箸増しているのである。
しかし，図１のように厚生年金の支給開始を65歳まで遅らせれば，保険
料率は25％を多少上回る水準に止まらせることができそうである。２５％と
いえば，これまでのほぼ２倍だが，すでに西ドイツなどでは経験済みの水
準でもあるので，国民の合意がかなりえやすくなるかも知れない。といっ
ても，雇用労働者の標準報酬があまり伸びなかったり，雇用そのものが縮
小するようでは話は別だが，’１経済大国〃としての発展が維持され，雇用
が拡大し，標準報酬も順調に増額されれば，よりコンセンサスも成立しや
すくなるだろう。
ところが，９０年の国会では90年から男性１４３％，女性13.8％に厚生年金
の保険料率を上昇させるなどの改定が行われただけに止まり，６５歳からの
支給改定案は国会に上程されることさえなかった。自民党の選挙対策だな
どといわれたが，それだけではない。６５歳支給に改定するとして，６０歳代
前半の雇用確保はどうなるのか，６０歳定年さえ，やっと調査企業の過半を
占める程度に普及しているに過ぎないではないか，というわけである。
（２）６５歳雇用システムのなかの選択
それでは,65歳まで雇用をいかに延長するかという疑問に応えるために，
労働省職業安定局に「長寿社会雇用ヴィジョン」研究会が設けられた。
1989年４月のことである。白井泰四郎本学名誉教授を座長とし，労使と研
究者の三者構成で委員が編成され,私もその１人として加わった。そして，
延１年半の審議を終え，９０年10月，『｢高齢者活躍の時代」の提言』という
副題を持った最終報告がまとめられ，公表された。始めは「高齢者活用の
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時代」という副題が事務局から提案されたが，それでは高齢者が客体とし
て活用されるというニュアンスが強いということになり，途中から上記の
ように変更された。それだけに高齢者自身の主体的選択が，基調として強
調されることになった。かなり注目されてよいだろう。
それと同時に，今回の『提言』でも，６０歳過ぎの高齢者の健康状態を始
め，職業能力，家族や資産などの状況，そして価値観などの多様化が強調
されている。そのように多様な高齢者が主体的に選択するということにな
れば，６５歳までの雇用などの選択も，決して一様ではありえなくなる。事
実，今回の『提言』の結論となった「65歳雇用システム」は，上の図３の
ような多様な選択肢を含む内容と理解することができる。
それぞれの要点の糸，コメントしておこう。
（a）６０歳定年の普及
常用雇用30人以上の民営企業を対象とした労働省の調査によれば，図４
のとおり60歳までの定年延長改定済永の企業は70％に拡大してきており，
予定まで含めれば80％以上に達している。これを今回の『提言」では，
1993年までに完全普及させることになっている。現状では，予定まで含め
ても30～99人規模で80％程度に止まっており，今後，こうした100人未満の
中小企業が大きな目標になるだろう。1986年に制定された「高齢者雇用安
定法」にもとづく行政措置によって,当面,100人以上の企業を対象として，
４年がかりで60歳以上定年の普及を推進してきている。それによれば，①
職安を通して要請し,直ちに決定すればよし,②予定に止まる場合は２年以
内に決定するように指導する，③予定も作成しないか，なんの反応もない
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改定が決定
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労働省，９０による。カッコ内の数字は,｢現在｣,｢改定が決定｣,｢改定を予定」
の合計を示す。
図４企業規模別定年60歳以上の企業比率と今後の変化
場合は，３年の期限を切って計画の作成命令や変更の勧告や適正な実施の
勧告が出される。④応じなければ，会社名を公表することになっている。
ただし，その場合，①実はすでに決定しており，就業規則・労働協約に
明記してある，②それとほぼ同様に，希望者全員の勤務延長・再雇用を実
施しており，これも就業規則・労働協約に明記している，③２年間連続し
て経常収支が赤字で，従業員を採用しておらず,定年延長どころではない，
④坑内夫など，高齢者の就業が困難な業務が過半を占める，そして，⑤な
んらかの理由で労使が60歳以上に延長しないことを積極的に合意している
場合は，行政指導しないことになっている。最後の点については，なぜ積
極的に合意しているのかが問われてよいだろう。労使の合意は重要ではあ
るが，無限定とはいかないはずである。
いずれにせよ，図４のほかに，この数年の300～999人規模などの定年延
長を承ると，これまでの行政指導の成果がうかがえるが，今後は100人未
満の中小企業が重大なターゲットにならなくてはならないだろう。
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（b）６５歳までの定年延長
以上は当面の行政措置であるが,今回の『提言」が問題にしているのは，
前述のように団塊の-世代が高齢化する２１世紀に向けての政策課題である｡
それだけに，私などは65歳定年の一般化が大きな柱になるだろう，と予想
していた。現に65歳定年に延長されている企業もあり，また表１のとおり
55～69歳の就業者の完全引退の希望年齢の30～40％台は65歳になりつつあ
り，しかも就業年齢が上昇するほど，完全引退の希望年齢は70歳，７５歳と
上昇する傾向さえゑられる゜さらに審議中に私鉄総連から提出された65歳
定年の要求も公表されたが，後述のような理由で，つぎの(c)の方がより大
きな柱の座を占めることになった。
表１引退希望年齢別就業者数の分布 (％） 
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労働省，８８による。
（c）６５歳までの定年以外の雇用延長
このなかには，勤務延長のほか，一度退職金を受けたあとの再雇用や他
企業への再就職が含まれている。これらのうち，定年を迎えた企業あるい
は企業グループにおける再雇用，とくに勤務延長が今回の『提言』でも重
視されることになった。その理由は，こうした継続雇用の場合，再雇用時
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に多少承られるくらいで完全失業の発生率が低く，それだけ社会的コスト
も少ないからである。さらに，前述の定年とは異なり，希望者を経営者側
が選別する余地も残されており，それだけ普及しやすいことも見逃せない。
さらに，62.3歳に止まっている継続雇用の実態（労働省，８９）の改善にも役
立つだろう。
しかし，職業能力が高い定年到達者のなかには，企業グループ外への再
就職希望者も多く，しかも健康などの理由で職業能力の低い定年到達者は
継続雇用の選別から除かれる者が多い（拙著，８２)のだから，再就職政策も
同時に強化されねばならぬだろう。
（｡）完全あるいは半引退
上述のような雇用延長を除くと,職業からの引退者ということになるが，
表１で問題になった完全引退以外に，図３でも触れておいたシルバー人材
センターなどでの短期・臨時の任意就業や家族従事などの半引退も，今後
ますます増えるだろう。シルバー人材センターは原則として60歳以上の高
齢者を会員とし，彼らによる自主的運営と共働による就業を理念とする，
国際的にもユニークな新しい就業センターである（拙稿，８８，東京都，９０)。
しかし，近年の人手不足による，とくに60歳代前半層の再就職で，入会
率や就業率が低下するなどの影響を受けている。そのうえに，今回の『提
言」による60歳代前半の雇用政策が強化されるとなると，現在，シルバー
人材センターの重要な働き手となっている60歳代前半層がますます減少す
ることが懸念されるだろう。だが，理念上もともと本格的な年金生活者を
中心とした組織であることを考えると（大河内，８５)，よりシルバー人材セ
ンターの性格が純化する，とふるべきだろう。
（３）雇用延長をめぐる論点
今回の『提言」では,エージレスという国際的な発想を受け入れながら，
「65歳雇用システム」に止まり，しかも65歳定年という明確な目標に絞り
切れなかった。だが，６５歳といっても，それは原則としてということであ
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り，６５歳定年に割り切りにくい，それ相当の理由もあった。
その点に立ち入ってコメントしておこう。
（１）すでに前述のように定年制度ともなれば，希望者全員に一律に適用
するのが'慣行となっている。しかし，６０歳を超える希望者が健康などの状
態が多様に分散しているとすれば，経営者側がその全員に一律に適用する
ことを祷踏するのも無理からぬことかも知れない。それはまた，のちにも
問題するように給与などの決定や昇進制度などが能力主義的に十分整備さ
れていない実態を反映しているのだろう。
審議中に，たまたま日経連の提言も公表された（日経連，８９)。それによ
れば，６０歳の定年までの「ストック型人材（長期継続雇用)」と60歳からの
「フロー型人材（短期フレキシブル再雇用)」に峻別し，「ストック型」には
多様なキャリアに応じた「コース別人事制度」を創設するなかで,「ストッ
ク型人材の賃金決定は，主として業績と職能を基準にすべきである」と提
言している。しかし，６０歳定年までの人事制度などが合理化されれば，６０
歳以上を一様に「短期フレキシブル再雇用」などに流動化する必要はなく
なるのではないか。その点はつぎの段階の課題だ，ということなのだろう
か。
いずれにせよ，いかにも大企業の経営者らしい提言ではあるが，６０歳代
の雇用保障が事実上進んでいる中小企業の場合はどうか（拙著，８２，拙稿，
88)。それは，表１でもみたとおり定年延長が遅れていることも想像され
ることだが，事実上の雇用保障を定年として制度化すると，中小企業らし
い小回りの利いた個別の運用が難しい，ということである。柔軟な運用は
ルール化しにくいし，可能な箇所をルール化しても，それに縛られるうえ
に，なにかと角が立つ，というようなことなのだろう。
（２）労働者側にとっても，現状では65歳定年を即座に認め難い論点があ
る。というのは，前述のようにいくら50歳代後半層の引退志向が65歳を主
流とするようになってきたとはいえ，表１のように男性でも20％以上は６０
歳を希望しており，女性の40％近くも60歳希望だからである。それだけ志
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向も多様化しているのであり，健康上の理由や，そうでなくてもなんらか
の理由で就業意欲を失って，一日も早く年金生活に入ることを望んでいる
高齢者も多いのである。
こうした比較的早期の引退志向は，いかにグレー化してきているとはい
え，労働条件が厳しかったブルーカラーに強い志向なのだろう。ホワイト
カラーでも，職業能力の相対的に低い，したがってまた昇進なども遅れた
高齢者の希望なのだろう（拙著，７９，８２)。それに対し，年金支給の開始を
65歳に遅らせるために，定年を65歳まで伸ばすというのは，早期引退志向
者に事実上の強制労働を要求するに等しい，ということになるのだろう。
しかし，とはいっても，引退志向にもさまざまなヴァライティーがあり，
公的年金の改革にもいろいろな工夫が可能であり，企業年金の利用も含め
て検討されるべきだろう。しかも，今回の『提言」に問われているのは，
10年間，２０年間の高齢化への政策的対応であり，その過程で，健康管理を
始め，能力開発，人事管理，労働条件などが整備され，また高齢者の価値
観も変容していくだろう。もっとも，これらの変数すべてが65歳までの本
格的雇用を積極的に規定するわけではない。さらに，とくに労働組合の代
表などが強調したのは，今後の健康管理や労働条件などの整備のための具
体的な政策の実施と成果をゑてZAなければ，高齢者側の意思と行動を決め
かねる，というようなことだった。すべての高齢者の可能性を配慮した現
実的な判断なのだろう。
2．労働力需給の長期展望と問題点
（１）労働力需給バランスの推計
このように，今回の『提言」では，高齢者の多様な実態とそれにもとづ
く多様な選択を含む「65歳雇用システム」を構想することになった。果し
て，６５歳までの雇用確保は可能なのだろうか。
いうまでもなく，それは，マクロの経済成長を始め，ミクロの産業構
長寿社会の雇用ヴィジョンと雇用政策１８５
造，公共雇用政策のあり方など，条件いかんで，理論的にはいかようにな
るだろう。われわれのヴィジョン研究会とは別の組織として，より現実的
な雇用展望を試算するための小研究会が設けられた。そして，2000,2010,
2020年などの労働力需給の長期推計が試永られた゜その結果にもとづいて，
『提言』は需給ギャップを発表した。その結果のなかから，団塊の世代が
60歳代前半に到達する2010年を取りだして，1980,89年の実績と比べてふ
よう。
表２がそれである。円高不況で３％近くにも上昇した完全失業率は，近
年の人手不足の激化によって，２％を多少上回る水準に低下している。そ
れに対し2010年には，実質成長率が４％前後，あるいは３％台でも，完全
失業率は２％を多少下回り，完全失業数も現在より減少する，という結果
をえた。
問題は，高齢者の需給ギャップである。
なにしろ，今後20年間に高齢者数はざっと３倍にも増えるわけだが，６０
歳以上の完全失業者数は１．７倍程度に止まっている。問題は完全失業率の
年齢分布だが，６５歳以上は１％を下回るのに対し，６０歳代前半は４％を多
少上回る水準から５％近くに上昇することになる。
表２年齢階層別労働力需給ギャップの動き
(万人，％）
年齢 2010 1980 1９８９ 
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労働省労働力需給長期展望研究会，９０による。カッコ内は完全失業率を示す。
失業数にはラウンドナンバーによる不突合が含まれる。
＊は実質成長率４％前後で，６０歳年金支給の場合，＊*は同じく４％前後で，６５
歳支給の場合を示す。
１８６ 
だが，そう注目すべき上昇とはいえない。というのは，表注に記したよ
うに60歳代前半の数値は60歳からの年金支給を前提としているので，引退
者が多く，労働力供給が抑制されているからである。おかしなことに，６５
歳以上は65歳からの支給開始を前提としており，６５歳から引退がどっと増
えるので，失業率も現在より低下する結果となるのだろう。
それでは，６５歳から支給開始に改定された場合，６０歳代前半の需給バラ
ンスはどうなるか。年金改革のやり方にもよるが，労働力供給が増大する
ことは間違いない。その結果，完全失業率はどの程度高まるのだろうか。
（２）長期多部門モデルの特徴
その結果をふるに先立って,今回の推計方法の特徴を簡単にみておこう。
図５が，今回の長期多部門モデルのフローチャートを示している。
従来，この手の需給予測では，需要と供給がほとんど別々に推計され，
例えば2000年には労働力不足が300万人近くにも達するというような手法
がとられる場合が多い（例えば吉田，８９)。こうした推計は，現在，需給が
それぞれ,いわばどのようなヴェクトルを持っているかを示すに過ぎない。
現実の市場経済は，理論的にもこのような大量のギャップが発生する以前
に，それなりの調整機能を発揮するはずである。それに連動しつつ，現代
の経済では〆公共政策を始め，さまざまな経済主体がそれぞれ政策行動を
展開するだろう。その結果，近年の人手不足でも，それなりに実質賃金の
上昇や労働時間制度の改革などの労働条件の改善を通して調整されつつあ
り，そのために労働生産性などを上昇させたり，それが不可能な企業は縮
小せざるをえないのである（拙稿，８８，８９．３)。
こうした市場調整の観点からゑて，今回のモデルは，産業平均と産業ご
との平均賃金が，需給の結果を指示する単なるバロメーターとしてではな
く，需給双方をも調整するパラメーターとして内生化されている。それだ
けでなく，フローチャートには明示されていないが，ケインズ型に決定さ
れる生産需要と生産能力のギャップが生産物価で調整されるモデルとなっ
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図５労働力需給長期多部門モデルのフローチャート
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ている。ただし，のちにも触れるように，問題の性・年齢階層ごとの労働
市場の調整では，多部門モデルとしてなお今後の課題を残すとしても，基
本的に市場経済モデルとして秀逸なモデルと糸てよい。
もう一つの問題は，チャートに示した外生変数をいかに想定するかにあ
る。立ち入って検討することはできないが，２０，３０年先までの長期モデル
なのだから，日本経済の将来構造について大胆な選択肢を設定してみる手
はあっただろう。実質成長率の極端な想定は必要ないとしても，多部門モ
デルの産業構造の変化を展望する場合，国際分業化に積極的か否かとか’
いかなる構造の内需拡大を設定するかなどで，将来推計が大いに異なって
くるはずである。
（３）年金改革のインパクト
しかし，表２でも触れておいたように，①経済成長が高い場合（4.1％か
ら3.8％にダウンしていく)，低い場合（3.6％から3.0％にダウンしていく)，②
厚生老齢年金の支給開始を60歳のままとする場合，６５歳まで1998年から３
年ごとに１歳ずつ引き_上げていく場合（減額年金は利用しない)，③65歳か
らの支給開始に改革されると，当然，６０～64歳層の労働力供給が増えるの
で，男性60～64歳層の労働力需要のシェアを現状延長の見込承から2000年
に２％引き上げ，以後，５年ごとに，１％，2015年からは５％引き上げる
場合，そういうシェア拡大はせず，現状延長の見通しのままの場合のよう
に，組糸合わせ上，６つのケースを設定し，それぞれシミュレーションを
行っている。
その結果のなかから2010年を取りだし，1980,89年の需給ギャップ（完
全失業率）と比べてみると，表３のようになる。
それによれば，①60歳からの年金支給をつづけた場合，男性でも現状以
上に需給ギャップが縮小し，労働市場はよりタイトになる。しかも，４％
前後と３％台程度の経済成長の差には関係ない。②それに対し65歳からの
支給に改革すれば，現状よりギャップは多少拡大するが，それでも88年度
長寿社会の雇用ヴィジョンと雇用政策
表３年齢階層別労働力需給ギャップの動き
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労働省労働力需給長期展望研究会，９０による。６０，６５歳は年金支給開始年齢，
シェア増は本文に記したとおり。
程度の水準に止まる。③65歳支給の場合，前述のように60～64歳層のシェ
アを拡大すると，多少ギャップが縮小するが，前述程度のシェア拡大では
大きな効果は望めない。④年齢階層別にみると,いずれのケースの場合も，
55歳未満ではギャップが現状より縮小するのに対し，５５歳以上で多くの場
合ギャップが拡大する。問題の60～64歳層では，いずれもギャップが拡大
する結果がえられている。
それでも几①60歳支給のケースでは７％台のギャップに止まるが，②６５
歳支給に改定された場合は16％前後のギャップに急拡大する。完全失業率
として倍以上にはね上がるわけだから，支給年齢改定のインパクトはきわ
めて大きい，とゑてよい。③それに比べて，前述のようにシェアを拡大さ
せる効果はあまり大きくない。１６％前後を13％近くに低下させる程度に止
まる。1989～2010年に60～64歳のシェアは5.7％から8.0％に拡大すること
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になるが，前述程度にシェアを拡大させるだけでは８．３％に増加するに止
まる。１６％前後のギャップを公表された表１のように５％程度に低下させ
るためには，６０～64歳のシェアは９％ほどに拡大しなければならないので
ある。
（４）需給ギャップの評価
このような労働力需給ギャップをいかに評価したらよいか。
まず，全体の需給ギャップ，つまり完全失業率が２％を下回ったり，あ
るいは２．４％に達する事態をいかに理解するか。
こうした問題を提起するのは，日本の完全失業もまた，構造的にミスマ
ッチ失業，つまり労働市場には失業求職を吸収するだけの求人需要がある
のに，なんらかの理由で不結合になっている状態が拡大してきているから
である（労働省，８５～90)。したがって，2010年頃に２％前後の完全失業率
だということは超完全雇用状況にあり，労働生産性などが余程上昇しなけ
れば，インフレなどが激化する可能性が強い。
しかも，そういう超完全雇用状況で，６０～64歳層のギャップだけが，前
述のように突出するほど大きくなるとしたら，労働市場の競争が余程不完
全であるとしか考えられない。それ以前に，雇用情報や就職ルートなどが
整備され，賃金などの労働条件の調整が進糸，さらに職業能力の再開発な
ども推進され，地域間・職業間・世代間・男女間などの移動が大幅に展開
されるだろう。さらに，この間に労働力・非労働力間でも，需要に応じた
変動が起るかも知れない。
今回のモデルでは，すでに示唆しておいたように，性・年齢階層間など
の労働力移動が賃金などの変動を通していかに調整されるかは解明できな
い。需要サイドの性・年齢階層別選好は不変としているからである。その
うえで，前掲60歳支給の場合は，性・年齢階層別失業率と全体の平均失業
率との弾性値を不変と前提している。そして65歳支給の場合も，６０歳支給
時の性・年齢階層別需要シェアは不変として，６０歳支給と同様の就業・失
長寿社会の雇用ヴィジョンと雇用政策１９１
業を推計している。
しかしながら，かりに60～64歳層で10％を超える完全失業が発生したと
しても，その事態の解釈は多様である。政策論上，重要な論点にコメント
しておこう。
このように完全失業が増大した場合，雇用保険の失業給付が箸増するこ
とを懸念するかも知れない。だが，男女計でゑても，表２のように完全失
業率５％程度の完全失業者26万人に対し，完全失業率が10％を上回っても
59万人に増えるくらいなので，３３万人増加するに止まる。全体の完全失業
率が２％を切るほど，労働市場がタイトになることを考えれば，雇用保険
料の収入も増えるだろうから，この程度の支出増は大した負担にならない
だろう。
むしろ，このような労働力需給のギャップが潜在失業化し，日本経済が
長い間'悩んでいたように不完全就業化することの方が，はるかに大きな問
題だろう。賃金などの労働条件の上昇を抑制し，労働生産性などの上昇へ
の刺激を減殺するだけでなく，国内市場の拡大などにもマイナスの効果を
発揮するからである。
それに対し，前述のように完全失業率が高くなりうるとしたら，それは，
それだけ雇用保険などの公的保障が整備されただけでなく，退職金や個人
貯蓄などの私的保障が強化された証左でもある。ただ，こうした高齢者の
失業について問題になるのは，若者とは異なり，失業の発生率は低いが，
失業期間が長期化するので（労働省，８８)，その間に再就職の意欲や能力を
失い，場合によっては健康や生活態度なども損い，非労働力化したり不完
全就業化してしまうことである。それを予防するためには，雇用保険の失
業給付と求職活動の関連を強化するだけでなく，能力再開発との連係を大
幅に強化する必要がある（拙稿，90.4)。それも，公共能力開発事業に限
らず，現に拡大されつつある民間の能力開発の機会をこれまで以上にフル
に利用されてよいだろう。
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3．高齢者雇用安定法の改定と新しい雇用政策
（１）６５歳までの雇用延長の努力義務
長寿社会雇用ヴィジョン研究会が，行きつ戻りつ審議をつづけていた最
中に，我慢ができなくなったかのように現実の雇用政策が顕著な動きをふ
せた。前述のように厚生年金などの65歳支給への改定が審議されたかも知
れない国会で，高齢者雇用安定法が部分的に改定されたのである。
それによると，まず65歳までの雇用機会を確保するために，労働大臣が
「高齢者職業安定対策基本方針」を作成することになった。もっとも，こ
れはすでに図６のようにこれまでにも体系化し公表してきたのを，法律的
にもオーソライズしようとしている。それによって，主役である労使を始
め，全国民に明確な目標と展望を明示することになるだろう。そのなかで
とくに注目されるのは，図示したゴシックのように事業主に65歳までの再
雇用の努力義務を課し，これを啓発・指導することが法定化されたことで
ある。これによって，労使の努力を一層促進するような環境が整備される
ことになるだろう。
もっとも，行政主導のニュアンスも感じられなくはないが，すでに掲げ
た表１のように高齢者の引退希望年齢が65歳を上回る割合も大きくなって
きており，また65歳までの継続雇用も少しずつ伸びてきているので，これ
を一般的に普及させようとすることは，企業間の公正競争を促進し，高齢
化社会への対応を積極化するうえで重要な役割を果すことになるだろう。
それでは，事業主に対しどのような措置を要請することになるのか。
今回の改定によると，職業能力の開発向上と作業施設の改善などの諸条
件の改善がとくに明示されている。
これだけではいささか心細いように感じられるかも知れないが，雇用と
いうのは職業能力の商品化にほかならないのだから，その開発・向上が事
の決め手になることは間違いない。とくに今後は産業・職業構造の大きな
長寿社会の雇用ヴィジョンと雇用政策 193 
剴蕊i{}w…
:函､i霧………柵…剣ｉｉ繍灘鱗繍菫二:１
Ｆ60歳を超える継続唾用の促進（継続雇用制度導入奨励金）
Wm5-岡|＋高年齢者のHliH1の場の拡大(…塾i2L型｣､鑿國l全）高齢者等職業安定対策基本方針 劃襲蝋ｲ蝋蕊ｒＭｉｉ；::二急
劃鱒繊、
工函[鑿il:鱗鴬鱸:霞::鮒鰯:露裟：
i1iiiiwWii}[鰹鰯二鞠證『…………
シルバー人材センターの拡充
労働省，９０．１０．アンダーラインは90年度新規施策，太字は改定によって新たに規定する内容を示す。
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変化が予想されるので，それへの高齢者の柔軟な対応が期待される。表４
はさきの推計によって産業別就業構造の予測を示しているが，それによる
と，①農林水産業のシェアは５％ほどに縮小するだけでなく，②第２次産
194 
表４産業別就業者数の動き
(％） 
2010 
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表３と同じ。
業も危く30％を切るほどに縮小する。ただしエレクトロニックスなどを
含む機械工業は10％を維持している。それらに対し，③第３次産業は60％
台の半ば近くまで拡大する。なかでも，卸売・小売業,飲食店,とくに30％
を超えるサービス業の拡大が顕著になっている。
それに対し，これまでの高齢者の職業能力は表５のように評価されてい
る。ここでは職場の管理者と一般の従業員の評価が示されているが，評価
が厳しい管理者の回答に注目しておこう。およそ65歳以上でも若干の配慮
をすれば働ける比率を承ると，とくに高い教員，保安職，単純作業のほ
か，概してホワイトカラーは30％を超えているのに対し，運輸，通信，販
売，サービスなどの従事者のほか，技能工・生産工程従事者では，２０％台
を下回り，とくに評価が低くなっている。今後のサービス経済化や技術革
新の進展を予想すると，こうしたブルーカラー・グレーカラー系の高齢者
の適応力を増すための能力再開発に特別の配慮が払われねばならないだろ
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表５職種別60歳を超えても働ける回答率
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職場管理者 一般従業員
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労働省，８４による。
う。今回の改定による作業施設の改善だけでは不十分になるに違いない。
さらに，この調査では対象外だが，教員などと同様に役員や管理職として
の活動も期待される。しかし，今後の環境変化への適応も，厳しく問われ
るだろう。
つづいて今回の改定でとくに注目されるのは，新しく定年を迎える従業
員を原則として65歳まで，本人の希望に応じて継続雇用するよう努力する
ことを，事業主に義務づけたことである。だが，すでに前述した高齢者の
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多様化は避けられないので，本人の希望にかならずしも無限定に応じる，
というわけではないだろう。そこで，前述の措置として，事業主が職業能
力の開発・向上や作業施設の改善などの諸条件をいくら整備してみても継
続雇用が困難な場合はその限りでない,とただし書ぎされているのである。
問題は事業主の努力をいかに証明し，継統雇用の適用外とする判断基準
をいかに設定するかにある。この点は，当然，衆議院の社会労働委員会な
どでも問題になった。その結果，この点については職安所長が調査し，必
要な場合には事業主に対し一層の取り組ゑを勧告することができることに
なった。その基準はつぎのとおりである。①特別の理由もないのに定年到
達者の継続雇用が行われていない，②同地域・業種で比較してゑて，職業
能力の開発・向上や作業施設の改善などが著しく遅れている，③一般的な
行政指導や援助などによっては改善が承られない場合である。
なｵ５，実際の運用基準は，今後，通達によって明確にされるだろうが，
その内容は図６のような基本方針のなかで定められた条件整備の指針にも
とづいて具体化されるだろう。さらに,このような事業主の措置を含めて，
高齢者の雇用状況を，年１回，事業主から労働大臣に報告することになっ
た。
（２）重点地域での雇用延長政策のスタート
こうした法改定より早く，９０年度から新しい雇用延長政策もすでにスタ
ートを切っている。それはさぎの図６に示されているとおりだが，このう
ち「継続雇用制度導入奨励金」は，それまでの短時間義務も含めた継続雇
用や高齢者会社の設立への助成を一本化し，つぎのように改定された。そ
れによると，６１歳以上への定年延長，それ以外の継続雇用，出向を対象と
し，企業規模と継続雇用の年数に応じて年額400～1,000万円の奨励金が事
業主に支給される。１０～29人の400万円を最低とし，300人以上の１，０００万
円を最高とするが，それは継続雇用の年数が５年の場合であり，それを下
回る場合はそれに応じて減額されるようになっている。
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こうした木目の細かい改定によって，とくに中小企業を対象とした60歳
代前半の継続雇用の増大が期待されるが，つぎの｢高齢者多数雇用奨励金」
は多数雇用を維持・増加するための助成である。これも今回改定され，そ
れまで60歳代前半の雇用保険に加入している高齢者が全従業員の雇用保険
被保険者の６％を超える企業を対籔象としていたが，それを４％以上に拡大
し，４～６％の場合は前年より増加した高齢者数，６％以上の場合は６％
を超える高齢者数について，月額１人あたり中小企業４万円，大企業３万
円が助成されることになった。
９０年度からの新規事業として，とくに注目されるのが「高齢者地域雇用
開発事業」である。それは65歳までの継続雇用を中心とし，それが早期に
達成できそうな地域を重点地域とし，その地域の取り組糸の母体となる商
工会議所，中小企業団体中央会，経営者協会などの民間経済団体を重点団
体として指定し，助成する。そして，地域の特性に応じてつぎのような事
業を行う。①方針作成，②雇用改善のための援助，③高齢者雇用共同事業
所の設立・運営への援助，④講習会の開催，雇用モデルの開発への援助，
⑤継続雇用などへの援助体制の整備。
これまでにも中小企業への助成には特別の配慮が払われていたが，とく
に今回は特定地域の中小企業などの経営者団体を推進団体として登場させ
た点が重要だろう。実は地域の経営者団体と行政の協働による高齢者就業
の推進では東京都の高齢者就業総合センター構想が先行している（東京都｝
90)。そこでは,各業種団体も含めた中小企業団体との協働関係を前提とし
て，就業情報，カウンセリング，就業条件および人材開発などの木目の細
かい検討を重ねてきている。しかも，継続雇用よりは再就職，自営および
シルバー人材センターによる就業まで含め，広く多様な就業の拡大を追求
しようとしている。そして，すでに技能系などの伝統的な職種からワープ
ロなどの新しい職種について，精力的な人材開発のトライアルを87年度か
ら開始しており，中小企業などへの再就職やシルバー人材センターでの就
業にその成果をつなげている。その実態の調査（東京都，８８～90）などに
１９８ 
，土私も参加しているが，制度上，職業紹介権などのない地方自治体の限界
を超えた地域雇用政策として注目を集めている。
4．今後の労使・政府の取り組み
このような新しい雇用政策などを横目で承ながら，暑い夏の終り頃，長
寿社会雇用ヴィジョン研究会は最終の取りまとめに入った。その結果の概
要はすでに述べてきた。最後に，労使と行政の今後の取り組糸の提言に要
約的に触れ，若干コメントしておこう。
（１）事業主への提言と多領域型専門職
事業主は，ブルーカラーやホワイトカラーなどの職種の差異や従業員の
年齢構成などに配慮しつつ，つぎのような条件整備を進める。
まず，①高齢者の多様な就業ニーズに応じて，普通勤務のほか，短時間
勤務，フレックタイムの導入などによって，勤務形態を弾力化する。また
そのために，在宅勤務やサテライトオフィスによって，通勤を不要にする
か，短縮する。②企業全体として時短を進めつつ，とくに今後大きな課題
となる世代間ワークシェアリングを進める。③健康・安全管理の徹底化と
ともに，高齢化しても各自の職業能力を十分に発揮できるよう，多角的な
教育システムを作成する。
いずれの提言も重要だが，なかでも前述のとおり職業能力の開発がすべ
ての決め手になるだろう。とくに今後の産業・職業の変貌の担い手となり
うるような多領域に渡る専門的能力の形成が重要な課題になるだろう。現
に管理職のポスト不足への対応として専門職の増大が始まっており，と
くに団塊の世代のそれへの対応姿勢も示されているが（労働省，８６，８８，拙
著，８２，拙稿，９０．９)，伝統的な専門職ではなく，多領域に積極的に適応で
きる専門的能力の形成が要請されている。ということは，専門職としては
矛盾することにもなるが，そこに今後の専門職などの能力開発の大きな課
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題が秘められている，と承るべきだろう。
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（２）労働者と労働組合への提言と年功制度の見直し
労働者，労働組合としても，つぎのような課題に自主的に取り組んでい
かなければならない。
今後，①これまで以上に賃金体系や昇進制度などの見直しが必要になる
状況のなかで，②年功的な雇用』慣行にとらわれないような弾力的対応が望
まれる。６５歳雇用システムの実現のために，高齢者個人の選択を労働組合
として保障するシステムを作り上げねばならない。③相変らず，仕事だけ
に生きがいを求めるのではなく，シルバー人材センターなどでの臨時・短
期就業も含めて，趣味活動やヴォランティア活動などによって社会参加を
進める。それに関連して，労働組合としても退職前後の教育・サービス事
業を行う必要がある。④とくに労働組合としては，所得や資産の格差を適
正にし，高齢者が安心して生涯を送れるように取り組むことが望まれる。
前述のように高齢者主体の活躍の時代とはいえ，客観的にみて，本人の
希望と経営者側の選択との間には攻めぎ合いが起りうるし，それに対する
公共政策の調査や調整などにも限界がある。なぜなら，労使関係への過度
の介入になりかねないからである。となると，個々のケースの具体的な調
整は労働組合が媒介に入り，できるだけ高齢者本人の選択を保障するよう
に調整しなければならない。
同様の問題は，年功的な雇用'慣行の見直しへの弾力的対応についても起
りうる。もっとも年功制の概念規定いかんでかなり異なってくるが，それ
は，平明にいえば，いわゆる終身雇用といわれる長期勤続を前提として年
々昇給し，それなりに生活を保障するだけではない。そうした勤続に応じ
ていろいろな職務につきながら職業能力を開発・向上させ，権限と責任を
伴う地位階梯を昇進していく'慣行と理解してよいだろう。したがって，年
の功という以上，長年の功績やそれを支えるはずの能力などもそれなりに
向上するはずだが，問題はそれが個人によって非常に異なることである。
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しかも，終身雇用の経営共同体のなかで必要となる能力は，単に職業能力
とだけいい切れないような全人格的な人間の能力でなければならない場合
が多い。したがって，能力を査定するといっても，きわめて多面化し，不
明確にならざるをえない（拙稿，８０，拙著，７７)。功績も，かなり偶然の産
物かも知れないのである。
大企業では官僚制が発達するので，多面的な査定もそれなりに明確化す
るだろう。とくにＯＪＴなどというように，れっきとしたプログラムが発
達すれば，職業能力の開発も標準化するだろう。それでも，個々具体的に
は不明確さが残り，個人の分散は避けられない。今後の環境変化を想定す
れば，これまでより以上の弾力的な対応が望まれるが，すでに問題にした
ように,将来の能力需要に応じられない高齢者が出てきた場合,能力開発・
向上などの余地が果して残されていないのかどうか，労働組合が介入して
よくよく吟味されねばならぬだろう。そうなれば，労働組合はそれだけの
能力と体制などを整備しなければならないだろう（拙稿，８９)。
（３）行政の役割と残された課題
最後に，行政の役割については，つぎのように提言されている。
まず注目されるのは，①産業と地域における労使の取り組糸が促進され
るように環境整備に努め，雇用・就業の多様な選択を可能にし，高齢者が
健康で生きがいを持ち，安心して生涯を送ることを目指す，としているこ
とである。②そのために，まだ若者志向が強い人事管理の現状のなかで，
労使も含めて国民に対する徹底した啓蒙と啓発を行うと同時に，③現行の
高齢者雇用安定法を最大限活用し,60歳定年を早期に完全定着させ,65歳ま
での雇用機会の確保に努めることを繰り返し強調している。④その場合，
経営基盤が十分でない中小企業には，とくに配慮が必要である。⑤今後の
産業変化に対し，増大し始めているシルバー産業の担い手として高齢者が
活躍することに留意する必要があることにも触れている。
すでに公共雇用政策の展開は，産業レベルだけでなく，地域レベルにも
長寿社会の雇用ヴィジョンと雇用政策２０１
広がってきているが，前述のように90年度から新しく，とくに地域レベル
における高齢者雇用政策が強化されたことは十分注目されるべきだろう。
そうなれば，地方自治体の職業紹介権のあり方についても改革されるべき
だろう。
さらに行政の役割とはいいながら，年金制度の改革についてはほとんど
触れていない。前述のように65歳支給に改革されるならば，前述のような
企業年金などによる繋ぎについても工夫されるべきである。また，６０歳支
給をつづけるならば，現行の在職老齢年金の賃金と合わせて月額25万円前
後に止まる現行の所得上限を思い切って大幅に増額するような部分改定が
必要になるだろう。この点については，連合などが提唱しているⅥ部分就
業・部分年金"の導入（連合，８９）についても立ち入って検討されるべきだ
ろう。この着想はすでに早くから指摘されてきているので，今後は具体的
に詰めていくことが望まれる。
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